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民生安定施設の吹付石綿の処理に係る補助の割合について（通達）

標記について、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律施行令（昭和４９

年政令第２２８号）第１２条及び附則第４項の規定に基づき、別紙のとおり定めら

れたので通達する。

なお、民生安定施設の吹付石綿の処理に係る補助の割合又は額について（防地防

第９１００号。２５．６．２７）は、廃止する。
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別紙

民生安定施設の吹付石綿の処理に係る補助の割合について

防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭和４９年法律第１０１号）

第８条に基づく助成（同法附則第２項による廃止前の防衛施設周辺の整備に関す

る法律（昭和４１年法律第１３５号）第４条に基づく助成を含む。）により、吹

付石綿（石綿を含有するロックウールを含む。以下同じ。）を使用して整備され

た施設（以下「吹付石綿使用施設」という。）の吹付石綿の処理について、防衛

大臣が定める補助の割合は、次のとおりとする。

ただし、令和７年度以降の年度の予算に係る国の補助（令和６年度以前の年度

の国庫債務負担行為に基づき令和７年度以降の年度に支出すべきものとされた国

の補助を除く。）について適用し、令和６年度以前の年度の予算に係る国の補助

で令和７年度以降の年度に繰り越されたもの及び令和６年度以前の年度の国庫債

務負担行為に基づき令和７年度以降の年度に支出すべきものとされた国の補助に

ついては、なお従前の例による。

１ 吹付石綿使用施設のうち、民生安定施設の助成に係る補助の割合について（防

地地（事）第２３７号。令和７年４月１日）別紙第１の表の左欄に掲げる施設に

係る補助の割合は、それぞれ同表の中欄又は右欄に掲げる割合とする。

２ 次に掲げる吹付石綿使用施設に係る補助の割合は、補助の対象とする経費の３

分の２とする。

⑴ 農業用施設（農民研修施設及び農民集会施設に限る。）

⑵ 林業用施設（林業研修施設に限る。）

⑶ 漁業用施設（漁民研修施設に限る。）

⑷ 市町村の主たる事務所

⑸ 商工業に関する調査研究、研修若しくは指導又は商工業者の集会の用に供す

る施設

３ 吹付石綿使用施設のうち、老人福祉センター及び一般住民の学習、保育、休養

又は集会の用に供するための施設（学校（幼保連携型認定こども園を除く。）の

施設を除く。）に係る補助の割合は、７．５／１０とする。

４ 吹付石綿使用施設が、社会情勢等の変化により、他の施設（防衛施設周辺の生

活環境の整備等に関する法律施行令第１２条の表の第２欄に掲げる施設又はこれ

らの施設に類する施設に限る。）に転用された場合には、当該吹付石綿使用施設

を転用される前の施設とみなして、前３項の規定を適用する。


